
政
府
は
原
油
価
格
・
物

価
高
騰
対
策
と
し
て
支
援

金
を
創
設
、
各
自
治
体
で

取
り
組
み
が
始
ま
っ
て
い

ま
す
。

今
回
の
支
援
金
は
各
市

町
で
補
助
内
容
に
違
い
が

大
き
く
、
わ
か
り
に
く
い

内
容
で
す
。(

左
一
覧
参

照)

例
え
ば
、
佐
野
市
、
栃

木
市
、
足
利
市
で
は
白
ナ

ン
バ
ー
で
も
対
象
で
す
が
、

館
林
市
な
ど
は
営
業
ナ
ン

バ
ー
に
限
定
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
佐
野
市
は
燃
料

費
の
前
年
比
と
の
差
額
を

対
象
と
し
て
い
ま
す
が
、

栃
木
市
は
今
年
の
使
用
量

を
基
準
に
し
て
い
ま
す
。

☆

☆

☆

☆

ま
ず
住
所
地
自
治
体
に

電
話
で
補
助
の
対
象
を
確

認
し
て
く
だ
さ
い
。
申
請

期
間
が
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
栃
木
市
は
１
０
月
末

に
な
っ
て
い
ま
す
が
早
期

打
ち
切
り
も
あ
り
得
ま
す
。

自
力
で
申
請
が
困
難
な
組

合
員
に
つ
い
て
は
組
合
で

申
請
を
援
助
し
ま
す
。

燃
料
高
騰
に
多
く
の
組

合
員
が
深
刻
な
状
況
に
追

い
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

少
し
で
も
補
助
が
受
け

ら
れ
れ
ば
負
担
軽
減
に
つ

な
が
る
組
合
員
を
バ
ッ
ク

ア
ッ
プ
し
ま
す
。

令
和
５
年
１
０
月
か
ら

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導
入

さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

登
録
申
請
を
す
る
と
売
上

一
千
万
円
以
下
で
あ
っ
て

も
消
費
税
申
告
を
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

組
合
で
は
制
度
の
中
止
・

延
期
を
求
め
て
い
ま
す
。

し
か
し
「
取
引
先
か
ら
登

録
申
請
し
な
い
と
仕
事
が

出
せ
な
い
と
言
わ
れ
た
」

な
ど
と
い
っ
た
相
談
も
寄

せ
ら
れ
、
一
定
の
対
応
も

せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
が

生
ま
れ
て
い
ま
す
。
あ
る

業
者
は
代
車
に
文
書(

多

分
税
理
士
が
作
成)

を
配

布
し
登
録
を
迫
っ
て
い
ま

す
。し

か
し
、
ま
だ
ま
だ
制

度
の
内
容
が
知
ら
れ
て
い

ま
せ
ん
。

組
合
で
は
十
一
月
開
催

の
定
期
大
会
で
イ
ン
ボ
イ

ス
学
習
会
を
開
催
し
ま
す
。

制
度
の
内
容
を
理
解
し
た

う
え
で
対
応
す
る
こ
と
が

重
要
で
す
。

県
本
部
・
ダ
ン
プ

支
部
定
期
大
会

◎
日
時

十
一
月
十
三
日

午
前
九
時
三
〇
分
～

◎
場
所

佐
野
市
あ
く
と

プ
ラ
ザ

今
年
も
感
染
対
策
上
人

数
制
限
を
行
い
開
催
し
ま

す
。
希
望
者
は
十
一
月
七

日
ま
で
に
ご
連
絡
く
だ
さ

い
。警

察
庁
は
９
月
９
日
、

「
白
ナ
ン
バ
ー
」
車
両
を

使
う
事
業
者
に
一
〇
月
一

日
か
ら
義
務
化
を
予
定
さ

れ
て
い
た
ア
ル
コ
ー
ル
検

知
器
に
よ
る
飲
酒
検
査
を

検
知
器
が
半
導
体
不
足
の

影
響
で
入
手
困
難
に
な
っ

て
い
る
た
め
「
無
期
延
期
」

に
す
る
と
発
表
し
ま
し
た
。

義
務
化
が
な
く
な
っ
た
わ

け
で
は
な
く
、
状
況
を
見

て
実
施
す
る
予
定
で
す
。

２０２２年９月２５日 Ｎｏ２５０

◎
安
倍
晋
三
元
首
相
の
国
葬
に
対
す
る
反
対
世
論
は
日
々
高
ま
り
岸
田
首
相
の
支
持
率
は
日
々
下
が
る
。
死
し
て
自
民
党
に
改
革
を
促
す
、
安
倍
氏
は
確
か
に
「
偉
大
な
政
治
家
」
で
し
た
。

発行所 全日本建設交運一般労働組合

栃木県本部 〒327-0315

栃木県佐野市吉水駅前1-2-1

℡ 0283-62-7312 fax 0283-62-7318

http://www.kenkourou.or.jp/

E-mail:dqj06744@nifty.com

◎10月12日から東北自動車道佐野藤岡インター以南の最高速度が現行の100キロから120キロに。ただし大型の80キロ規制は変わりません。



現
在
茨
城
県
桜
川
市
と

石
岡
市
を
結
ぶ
県
発
注
の

上
曽
ト
ン
ネ
ル(

仮
称)
工

事
が
進
行
し
て
い
ま
す
。

元
請
は
大
手
ゼ
ネ
コ
ン

Ｊ
Ｖ
で
連
日
２
０
台
以
上

の
ダ
ン
プ
が
ト
ン
ネ
ル
内

か
ら
発
生
す
る
ズ
リ
を
搬

出
す
る
大
規
模
工
事
で
す
。

組
合
員
藤
沼
勝
美
さ
ん

は
昨
年
か
ら
こ
の
工
事
に

就
労
し
て
い
ま
し
た
。
と

こ
ろ
が
、
今
年
６
月
分
か

ら
一
方
的
に
常
用
単
価
を

一
日
２
千
円
も
引
き
下
げ

ら
れ
ま
し
た
。

納
得
で
き
な
い
藤
沼
さ

ん
は
組
合
役
員
と
発
注
者

で
あ
る
茨
城
県
に
行
き
業

者
指
導
を
求
め
ま
し
た
。

県
が
事
実
関
係
を
調
査

す
る
な
か
で
、
藤
沼
さ
ん

に
仕
事
を
依
頼
し
て
い
た

業
者
が
差
額
を
支
払
う
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

建
設
業
界
の
末
端
で
は

口
頭
に
よ
る
単
価
契
約
が

常
態
化
し
て
い
ま
す
。
特

に
「
季
節
単
価
」
な
ど
と

称
し
て
、
閑
散
期
に
な
る

と
単
価
を
一
方
的
に
下
げ

ら
れ
る
傾
向
が
見
ら
れ
ま

す
。
弱
い
立
場
の
職
人
や

ダ
ン
プ
は
仕
事
を
つ
な
げ

る
た
め
に
泣
く
泣
く
従
わ

ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

こ
の
よ
う
な
悪
し
き
慣

習
は
変
え
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

「
泣
き
寝
入
り
し
な
い
」

と
い
う
藤
沼
さ
ん
の
勇
気

と
県
の
迅
速
な
対
応
に
よ
っ

て
早
期
解
決
と
な
り
ま
し

た
。
声
を
上
げ
る
こ
と
が

重
要
で
す
。

政
府
は
フ
リ
ー
ラ
ン
ス

(

個
人
事
業
主)

の
増
加
を

踏
ま
え
、
新
し
い
保
護
法

(

下
請
法
の
改
正)
を
制
定

す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し

ま
し
た
。

特
徴
は
、
仕
事
を
依
頼

す
る
場
合
は
「
口
約
束
」

で
は
な
く
書
面
で
内
容
や

単
価
に
つ
い
て
交
付
す
る

こ
と
、
ま
た
、
一
方
的
な

報
酬
の
減
額
な
ど
を
禁
止

行
為
と
す
る
こ
と
で
す
。

こ
れ
は
建
設
業
法
や
下
請

法
の
対
象
に
な
ら
な
い
ダ

ン
プ
の
よ
う
な
職
種
の
問

題
に
対
し
て
も
、
行
政
や

発
注
機
関
が
業
者
を
指
導

す
る
際
の
根
拠
法
に
な
り

得
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

組
合
で
は
実
効
性
の
あ

る
法
律
に
す
る
た
め
国
会

要
請
等
に
取
り
組
み
ま
す
。

コ
ロ
ナ
感
染
対
策
の
た

め
抗
原
検
査
を
受
け
陰
性

を
確
認
し
現
地
に
向
か
い

ま
し
た
。

視
察
は
富
岡
町
に
あ
る

東
京
電
力
廃
炉
資
料
館
か

ら
始
ま
り
ま
す
。

こ
こ
で
は
い
か
に
安
全

に
配
慮
し
作
業
が
行
わ
れ

て
い
る
か
様
々
な
資
料
を

使
っ
て
説
明
を
受
け
ま
す
。

し
か
し
相
次
ぐ
ト
ラ
ブ
ル

か
ら
作
業
は
大
幅
に
遅
れ

て
い
ま
す
。
東
電
は
廃
炉

作
業
を
３
０
年
～
４
０
年

と
し
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
策

定
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

多
く
の
専
門
家
は
「
百
年

た
っ
て
も
無
理
」
と
指
摘

し
て
い
ま
す
。

マ
イ
ク
ロ
バ
ス
で
第
一

原
発
構
内
に
移
動
、
撮
影

禁
止
の
た
め
会
議
室
に
カ

メ
ラ
や
ス
マ
ホ
な
ど
を
置

き
線
量
計
を
持
っ
て
視
察

に
向
か
い
ま
す
。

広
い
構
内
に
は
コ
ン
ビ

ニ
な
ど
も
あ
り
、
毎
日
４

千
人
以
上
の
作
業
員
が
廃

炉
作
業
に
従
事
し
て
い
ま

す
。
政
府
は
処
理
費
を
２

１
兆
円
と
見
込
ん
で
い
ま

す
が
、
実
際
に
は
そ
の
数

倍
か
か
る
と
言
わ
れ
て
お

り
、
電
気
料
金
や
税
金
と

し
て
国
民
へ
の
負
担
が
続

き
ま
す
。

水
素
爆
発
を
起
こ
し
た

建
屋
前
の
視
察
ゲ
ー
ト
で

も
防
護
服
の
着
用
は
必
要

な
い
レ
ベ
ル
に
ま
で
放
射

線
量
は
下
が
っ
て
い
ま
す
。

(

左
上
写
真)

し
か
し
、
格
納
容
器
内

に
は
溶
け
落
ち
た
燃
料
デ

ブ
リ
が
残
さ
れ
て
お
り
、

海
か
ら
の
テ
ロ
攻
撃
な
ど

を
防
御
で
き
る
の
か
不
安

に
な
り
ま
す
。
ウ
ク
ラ
イ

ナ
情
勢
で
も
明
ら
か
な
よ

う
に
、
原
発
の
存
在
自
体

が
脅
威
に
な
り
ま
す
。

い
ま
直
面
し
て
い
る
の

は
汚
染
水
の
海
洋
放
出
問

題
で
す
。
政
府
は
地
元
の

反
対
を
押
し
切
り
強
行
し

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

「
放
出
阻
止
」
は
全
国
の

課
題
で
す
。

２０２２年９月２５日 Ｎo２５０

◎
十
一
月
一
〇
日(

木)

、
国
会
で
全
労
連
、
建
交
労
軽
貨
物
ユ
ニ
オ
ン
共
催
「
軽
貨
物
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」
を
開
催
し
ま
す
。
リ
ア
ル
で
も
オ
ン
ラ
イ
ン
で
も
参
加
者
募
集
中
で
す
。
組
合
事
務
所
ま
で
☎
を
。

◎世界的なエネルギー危機に便乗して、岸田首相は原発の増設に言及しています。背景には国民の福島原発事故への関心の低下があると思います。

視察後行われた東電への要請。原発作業員に対する労基

法違反や労働安全管理問題、汚染水放出撤回について要請

しました。手前が苦しい答弁を繰り返す東電社員。

８
月
２
９
日
、
建
設
首
都
圏
共
闘
主
催
の
福
島
第

一
原
発
視
察
に
山
内
委
員
長
が
参
加
し
ま
し
た
。

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
事
故
か
ら
十
一
年
が
経
過
。

先
の
見
え
な
い
廃
炉
作
業
は
い
ま
、
汚
染
水
の
処
理

問
題
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

【さのや】

東北自動車道佐野SA(下り)

無休(？)24時間営業

７
月
１
３
日
、
東
北
道

佐
野
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア(

下

り)

が
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー

プ
ン
し
ま
し
た
。
広
々
と

し
た
エ
リ
ア
内
に
オ
ー
プ

ン
し
た
の
が
佐
野
ラ
ー
メ

ン
「
さ
の
や
」
。

ラ
ー
メ
ン
８
０
０
円

(

税
込)

。
麺
は
手
打
ち
風
。

ス
ー
プ
は
「
鶏
、
豚
、
カ

ツ
オ
、
サ
バ
、
イ
ワ
シ
な

ど
か
ら
エ
キ
ス
を
抽
出
」

し
て
い
る
そ
う
で
す
。

し
か
し
絶
対
お
客
さ
ん

が
入
る
場
所
な
ん
だ
か
ら
、

こ
こ
は
名
物
青
竹
手
打
ち

麺
で
勝
負
し
て
ほ
し
か
っ

た
。
他
の
Ｓ
Ａ
と
の
差
別

化
が
弱
い
印
象
。

個
人
的
に
は
朝
食
バ
イ

キ
ン
グ
が
な
く
な
っ
た
の

が
悲
し
い
。

上りSAからも歩いて行けます

水素爆発を起こした1号機建屋前。この距離でも防護服なし。

上曽トンネル現場。単価が下がっても運搬回数は同じです。



「フリーランスに係る取引適正化のための法制度の⽅向性」に対する意⾒ 
2022 年 9 ⽉ ⽇ 

建交労 関東ダンプ協議会 
 

私たちはダンプカーなどを⾃⼰所有し、建設会社などに⾞両持ち込みで働く労働者を組織する労働組
合です。 

ダンプ業界ではこのような就労形態が建設業界の合理化によって普及しましたが、その結果労働者と
しての法的保護を受けられないため、⼀⽅的な単価の引き下げや契約解除などが横⾏しています。書⾯
による契約などは極めて少なく、ほとんどが⼝頭契約です。なかには単価さえ不明のまま就労するケー
スもあります。 

新法の対象範囲が不明ではありますが、いわゆる⼀⼈親⽅と呼ばれてきた私たちのような者も対象と
するのであれば、慎重に検討していただきたい点があります。 
 

ひとつは、⻑年このような就労が常態化してきた業界にどう新法を浸透させるか、そこを具体的に⽰し
ていただきたいのです。 

新法ができても「フリーランス新法なんて建設(ダンプ)業界は関係ない」といった反応が多数を占める
と思われます。 

国⼟交通省は下請取引のガイドラインを作成し、書⾯による契約の普及などに取り組んでいます。しか
し、ダンプは建設業法上の建設業者の扱いを受けず法令遵守を推進する「駆け込みホットライン」などの
セイフティネットにもかかりません。 

ダンプが取引先にたいして積極的に新法の適⽤を求められるかと⾔えば、そのような⼒関係にはあり
ません。 

契約当事者間での⾃発的な法律の運⽤に期待するのではなく、新法を遵守せざるを得ない具体的な仕
組みを作っていただきたいのです。それがなければ、建設業界においては「絵に描いた餅」になる可能性
が⾼いと思います。 
 

ふたつ⽬に、労働者性があるのに⾃営業者・フリーランスとして分類される所謂「誤分類」をどう規制
するのかという点です。 

ダンプも就労形態によっては労働者性を主張できる場合があります。労働者性を主張できる者にまで
フリーランス新法を適⽤することは労働者としての権利を侵害するリスクが⽣まれます。新法は独禁法、
下請法といった経済法をベースに構成されているかと思います。新法に基づく書⾯契約＝労働者性の放
棄、となった場合様々な問題が考えられます。 

労働者として権利が主張できる場合であっても、就労するために「誤分類」に応じざるを得ないケース
が発⽣すると思います。 

「誤分類」問題を考えた場合、経済法をベースとした保護ルールだけでは限界があり、労働者性の拡⼤
など、労働法をベースとした保護ルールが必要だと考えます。 

⽇本政府も採択に賛成したＩＬＯの「雇⽤関係に関する勧告(198 号)」(2006 年)に基づく⽴法措置こ
そ求められていると思います。                      以上 



「フリーランスに係る取引適正化のための法制度の⽅向性」に対する意⾒ 
2022 年 9 ⽉ ⽇ 

建交労 軽貨物ユニオン 
私たちは軽貨物⾃動⾞を⾃⼰所有し、個⼈事業主として働く軽貨物ドライバーを組織する労働組合で

す。 
増え続ける宅配便需要に対応するため、この数年都市部を中⼼に新規参⼊する⼈が増えています。しか

しその⼀⽅で、廃業、転職する⼈も増えています。配達荷物数が増えているにもかかわらず、⽇給など設
定単価が改定されないなど、労働条件が悪化しているからです。 

軽貨物ドライバーの多くが「フリーランス」という⾔葉に幻滅しています。「⾃由」や「やりがい」と
いった⾔葉とはかけ離れた実態が横⾏しているのです。 

私たちは今回提案される「フリーランス新法」に期待しつつも、次のような不安を感じています。 
 

ひとつは、(1)フリーランスに業務委託を⾏う事業者の遵守事項(エ)フリーランスと取引を⾏う事業者
の禁⽌事項で⽰されている「フリーランスの責めに帰すべき理由なく」という事実をどう認定するのか
という点です。多くの事業者が AI などを導⼊し、コンピューターが配達率やクレーム数などによりドラ
イバーを評価するシステムを導⼊しています。その評価に基づき報酬の減額や契約の解除が⾏われます。
多くの場合評価の基準が明らかでなく、透明性、客観性に乏しいケースが少なくありません。 

その評価に異議などがある場合、公正な⽴場で対応する専⾨⾏政機関の設置などが不可⽋だと考えま
す。フリーランスに司法判断を求める余裕はありません。 
 

ふたつ⽬に、労働者性があるのに、⾃営業者・フリーランスとして分類される所謂「誤分類」をどう規
制するのかという点です。 

軽貨物ドライバーも就労形態によっては労働者性を主張できる場合があります。労働者性を主張でき
る者にまでフリーランス新法を適⽤することは労働者としての権利を侵害するリスクが⽣まれます。新
法は独禁法、下請法といった経済法をベースに構成されているかと思います。新法に基づく書⾯契約＝
労働者性の放棄、となった場合様々な問題が考えられます。 

労働者として権利が主張できる場合であっても、就労するために「誤分類」に応じざるを得ないケース
が発⽣すると思います。 

「誤分類」問題を考えた場合、経済法をベースとした保護ルールだけでは限界があり、労働者性の拡⼤
など、労働法をベースとした保護ルールが必要だと考えます。 

⽇本政府も採択に賛成したＩＬＯの「雇⽤関係に関する勧告(198 号)」(2006 年)に基づく⽴法措置こ
そ求められていると思います。                           以上 
 
 


